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明幸幼稚園 すまいる保育園  
園則（運営規定） 
（施設の名称及び住所） 
第１条 学校法人長生学園（以下「学園」という）が設置する認定こども園の名称及び住所
は以下のとおりとする。 

（１） 名称 明幸幼稚園 すまいる保育園 
（２） 住所 長岡市錦１丁目 6番２３号／長岡市末広１丁目２番２２号 
 
（目的及び運営の方針） 
第２条 認定こども園 明幸幼稚園 すまいる保育園（以下「当園」という）は認定こども
園として義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対
する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行う。そして子どもの
健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えてその心身の発達を助長するとともに保
護者に対する子育ての支援を行うことを目的及び運営の方針とする。 

 
（修業・保育年限及び定員） 
第３条 当園に入園することができる者は満３歳から小学校就学の始期に達するまでの子
ども及び満３歳未満の保育を必要とする子どもとする。 

２ 当園の認可定員及び利用定員は以下のとおりとする。 
定員 認可定員 利用定員 

１号定員 １０１人 １０１人 
２号定員 ２１人 １７人 
３号定員 ３３人 ３３人 
計 １５５人 １５１人 

 
（学級の編成） 
第３条の２ 満３歳以上の園児については，教育課程に基づく教育を行うため，学級を編制 
するものとする。 

２ １学級の園児の数は，３５人以下を原則とする。 
３ 学級は，学年の初めの日の前日において同じ年齢にある園児で編制することを原則とす
る。 

 
（学年及び学期） 
第４条 当園の学年は４月１日に始まり３月３１日に終わる。 
２ １年を次の学期に分ける。 
１学期：４月第１週から１０月第２週までとする。 
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２学期：１０月第３週から３月第４週までとする。 
 
（教育・保育等の提供を行う日） 
第５条 当園の教育・保育を提供する日は月曜日から土曜日までとする。ただし、国民 の
祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日、１２月２８日から３１
日及び翌年１月１日から１月３日を除く。 

２ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下、支援法という。）第１９条第
１項第１号の子ども（以下「１号認定」という。）への教育の提供 については、前項の規
定にかかわらず次の休業日を加える。 

（１）土曜日及び日曜日、国の定める休日、園が別途に定める休園日 
（２）夏季休業（ ７月第４週から８月第４週まで）  
（３）冬季休業（１２月第４週から１月第１週まで） 
（４）春季休業（ ３月第４週から４月第１週まで） 
３ なおこれらの休業期間内であっても必要に応じて特別保育期間を設ける。給食につい
ては以下のとおりとする。 

（１） 前項（１）～（４）の期間は原則として給食を提供しない。 
（２） 前項（２）～（４）の期間は事前に予約した場合に限り給食を提供する。 
 
（教育・保育等の提供を行う時間） 
第６条 教育・保育等の提供を行う時間は以下のとおりとする。 
（１） 教育時間認定に係る教育時間（６時間） 

曜日 教育時間 延長保育（早朝） 延長保育（夕方） 
平日 ９：００～１５：００ ７：３０～９：００ １５：００～１９：００ 
土曜日 ― ７：３０～１７：００ 

 
（２） 保育標準時間認定に係る保育時間（１１時間）  

曜日 保育時間 延長保育（早朝） 延長保育（夕方） 
平日 ７：００～１８：００ ― １８：００～１９：００ 
土曜日 ７：００～１８：００ ― １８：００～１８：３０ 

 
（３） 保育短時間認定に係る保育時間（８時間）      

曜日 保育時間 延長保育（早朝） 延長保育（夕方） 
平日 ８：００～１６：００ ７：００～８：００ １６：００～１９：００ 
土曜日 ８：００～１６：００ ７：００～８：００ １６：００～１８：３０ 

 
（４） 当園が定める教育・保育時間以外において、やむを得ない事情により教育・保育が
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必要な場合は当園が定める時間において延長保育を提供する。時間は上記のとおり
とする。 

 
（提供する教育・保育等及び子育て支援事業の内容） 
第７条 当園は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法（平
成１８年法律第７７号）、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）（以下「支援
法」という。）、その他関係法令等を遵守し、幼稚園教育要領（平成２０年告示）、幼保連
携型認定こども園教育・保育要領（平成２６年告示）、保育所保育指針（平成２０年告示）
に沿って乳幼児の発達に必要な教育・保育を総合的に提供する。 

２ 当園は以下の子育て支援事業を実施する。 
（１） 子育て相談事業 
（２） 未就園児支援事業（親子登園） 
（３） 園庭の開放 
 
（職員組織及び職務） 
第８条 当園が教育・保育を提供するにあたり配置する職員の職種、員数及び職務内容は次
のとおりとする。ただし職員の配置については幼保連携型認定こども園の学級の編制、職
員、設備及び運営の基準に関する条例で定める配置基準以上、かつ教育・保育を実施する
上で望ましいとする職員配置基準を下回らない人数とする。なお員数は入所人数により
変動することがある。また以下に示されない職員に関しては必要に応じ配置することと
する。 

（１） 園長：１名 
教育及び保育の質の確保及び向上を図り、職員の資質の向上に取り組むとともに、
一体的な管理運営を行う。 

（２） 副園長：1 名（必要に応じて配置する。） 
園長の補佐及び園の管理を行う。 

（３） 主幹保育教諭：２名  
保育教育の実践の指揮をする。必要に応じて園児に教育・保育を実施する。また、
保育教育研修の管理運営を行い保育教育の質の向上を実施する。状況に応じ子育
て支援事業を行う。 

（４） 保育教諭：在籍する児童に合わせて必要数を配置する。 
保育教諭は教育課程及び保育課程に基づき園児に教育及び保育を一体的に実施 
する。 

（５） 看護師：１名（必要に応じて配置する。） 
乳幼児の健康管理、保健指導等を行う。 

（６） 栄養士：１名 
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利用児童の栄養指導及び管理を行う。 
（７） 調理員：必要数を配置する。 

給食等の調理を行う。 
（８） 事務職員：必要数を配置する。 

経理及び庶務等を行う。 
（９） 学校医、学校歯科医、学校薬剤師 各１名（職務の外部に業務を委託する。） 
    園医は園児の心身の健康管理を行うとともに、定期健康診断を行う。 
２ なお必要に応じて職務内容等の兼務を認める場合がある。 
 
（入園及び選定基準） 
第９条 当園への入園を希望する児童の保護者は入園申込書を園長に提出するものとする。 
（１） １号認定 
① 保護者は入園の際に市町村にて認定の申請を行う。 
② 園として選考により決定する。 
③ 原則として兄弟姉妹が入園している者を優先させる。 
④ 入園が認められない場合は保護者にその旨を通知する。 
⑤ 園児の状態に応じて適切な教育・保育が困難である場合は入園を認めない場合があ
る。 

（２） 支援法第１９条第１項第２号の子ども（以下「２号認定」という。）及び 同 法第
１９条第１項第３号の子ども（以下「３号認定」という。） 

① 保護者は入園の際に市町村にて認定の申請を行う。 
② 市町村との調整により入園の可否を決定する。 
③ 調整が不要な場合は保護者の状況を鑑み園が決定する。 
④ 入園が認められない場合は保護者にその旨を通知する。 
⑤ 園児の状態に応じて適切な教育・保育が困難である場合は入園を認めない場合があ
る。 

 
（退園及び休園） 
第１０条 利用期間中での退園を希望する場合は退園を希望する月の前月１０日までに園
長へ退園届を提出するものとする。また園長は以下のいずれかに該当する場合、利用児童
を退園させることができる。 

（１） 保護者から退園届が提出された場合。 
（２） ２号認定・３号認定の児童の保護者が、支給要件に該当しなくなった場合。 
（３） 当園に納める費用を３ヶ月以上滞納した場合。 
（４） その他、利用の継続について重大な支障又は困難が生じた場合。 
２ 何らかの事情により休園を希望する場合、保護者は可能な限り迅速に園へ休園願いを
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提出する。 
 
（卒園及び修了） 
第１１条 当園所定の教育・保育課程を修了した児童には修了証書を授与する。 
 
（保育料及びその他、保護者が負担する諸経費及び返還） 
第１２条 当園は児童から以下の項目を徴収する。 
（１） 保育料（保護者の住居する市町村の規定により徴収する）。 
（２） 前項に定めるもののほか別表１から６に掲げる登退園と特定教育・保育において提

供する便宜の要する費用については保護者から徴収する。 
（３） 上記の費用の徴収に当たって入園時に保護者から同意書を得ることとする。 
２ 原則として一度徴収した金額について返還は行わない。 
 
（緊急時における対応方法） 
第１３条 当園の教職員は、教育・保育の提供中に利用児童に何らかの事故等が発生した場
合以下の対応を行う。 

（１） 事故等が発生した場合、発見した職員が園長及び看護師に報告を行う。 
（２） 報告に基づき園長及び看護師、養護教諭が順次対応する。前者が不在の場合は主幹

保育教諭が対応する。 
（３） 事故発生時は迅速に保護者へ連絡を行う。 
（４） 園内で対処が困難な場合は児童の保険証に記載してあるかかりつけの医療機関へ

連絡を行う。 
（５） 必要があれば保護者に医療機関への同行を依頼する。 
（６） 市町村への報告が必要な事故の場合は迅速に報告を行う。 
 
（非常災害対策） 
第１４条 非常災害に備えて消防防災計画等の各種計画を必要に応じ作成する。また防災
に関する責任者を定め月１回以上の避難訓練等を実施するものとする。 

 
（虐待の防止） 
第１５条 虐待の防止のため必要な体制を整備し職員に対する研修等を実施する。 
２ 登園の職員または保護者等による虐待が疑われる場合は遅滞無く児童相談所等の機関
に通告する。この際、園児の安全を最優先し職員または保護者等の了承を得ずに通告する
場合がある。 

 
（秘密の保持） 
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第１６条 当園の職員は業務上知り得た子ども及びその保護者の秘密を保持する。 
２ 退職した後においても同様に秘密を保持する。 
 
（意見・苦情対応及び第３者委員の配置） 
第１７条 当園は保護者等からの意見・苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情解決責
任者設置（園長の兼務を認める）し苦情に対して必要な措置を講じる。 

２ 意見・苦情対応のために園外の有識者を第３者委員として配置する。 
（記録の整備） 
第１８条 当園は教育・保育の提供に必要な以下の記録を作成・整備する。またその完結の
日から以下に定める期間、記録を保存するものとする。 

（１） 教育・保育の実施に当たっての計画   ５年間保存 
（２） 提供した教育・保育に係る提供記録   ５年間保存 
（３） 市町村への通知に係る記録       ５年間保存 
（４） 支給認定保護者等からの苦情の内容等の記録        ５年間保存 
（５） 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録   ５年間保存 
（６） 認定こども園保育教育要録(児童表) 

当該児童が小学校を卒業するまでの間保存する。ただし、入園、卒園等の学籍に関
する記録については２０年間保存する。 

 
（その他運営に関する重要事項） 
第１９条 この規則に変更が生じた場合は速やかに届出するものとする。 
２ 園則（運営規程）の実施に必要な細則は理事長が定める。 
 
附則 
１．この規則は平成２７年 ４月 １日より施行する。 
２．２０１９年１０月 １日 改定 
３．２０２０年 ４月 １日 改訂 
４．２０２１年 ４月 １日 改定 
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別表１ １号認定に係る負担金（上乗せ徴収・実費徴収分） 
項目 内容及び徴収目的 金額 

入園準備金 入園に係る事務費用 入園時  １０，０００円 
音楽指導費 特別講師配置のため 月額      ４００円 
英語指導費 特別講師配置のため 月額      ４００円 
施設設備費 施設維持のため 月額      ２００円 
スクールバス利用料（往復） バス利用に係る費用 月額    ２，６００円 
スクールバス利用料（片道） 同上 月額    １，３００円 
主食費 主食の提供に係る費用 月額    １，０００円 
主食費（８月、３月） 同上 月額      ２５０円 
副食費 副食の提供に係る費用 月額    ４，５００円 
副食費（８月、３月） 同上 月額    １，１００円 
各種行事に係る費用 施設への入館料等 実費を徴収する。 
傷害保険料 園児安全確保のため 年額    ３，５００円 
※ 入園準備金は入園から卒園までの在園期間が半年に満たない場合、５，０００円とする。 
※ 入園後に２号認定から１号認定に認定の変更を行う場合は入園準備金として１０，０
００円を徴収する。 

※ 音楽指導費及び英語指導費は満３歳児からは徴収しない。 
※ 長期休業中に給食を希望する者には１食３００円で提供する。当該期間における給食
の提供は事前予約制とし予約をキャンセルした場合も３００円を徴収する。 

 
別表２ １号認定に係る延長（預かり）保育利用料 

曜日 時間 金額 
平日 ７：３０ ～ ８：００ １００円 
平日 １６：００ ～ １９：００ １時間 １００円 
土曜日 ７：３０ ～  ８：００ １００円 
土曜日 ８：００ ～ １７：００ １日  ５００円 
※ 平日の８：００～９：００、１５：００～１６：００は登降園の時間を鑑み無料とする。 
 
別表３ ２号認定に係る負担金（上乗せ徴収・実費徴収分） 

項目 内容及び徴収目的 金額 
音楽指導費 特別講師配置のため 月額      ４００円 
英語指導費 特別講師配置のため 月額      ４００円 
スクールバス利用料（往復） バス利用に係る費用 月額    ２，６００円 
スクールバス利用料（片道） 同上 月額    １，３００円 
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主食費 主食の提供に係る費用 月額    １，０００円 
副食費 副食の提供に係る費用 月額    ４，５００円 
各種行事に係る費用 施設への入館料等 実費を徴収する。 
傷害保険料 園児安全確保のため 年額    ３，５００円 

 
別表４ ３号認定に係る負担金（上乗せ徴収・実費徴収分） 

項目 内容及び徴収目的 金額 
傷害保険料 園児安全確保のため 年額    ３，５００円 

 
別表５ ２・３号標準時間認定に係る延長（預かり）保育利用料 

曜日 時間 金額 
平日 １８：００ ～ １９：００ １時間 １００円 
土曜日 １８：００ ～ １８：３０  １００円 

 
別表６ ２・３号短時間認定に係る延長（預かり）保育利用料 

曜日 時間 金額 
平日 ７：００ ～ ８：００ ３０分 １００円 
平日 １６：００ ～ １９：００ １時間 １００円 
土曜日 ７：００ ～  ８：００ ３０分 １００円 
土曜日 １６：００ ～ １８：００ １時間 １００円 
土曜日 １８：００ ～ １８：３０  １００円 

 


